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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

 

本研究は、ESD（持続可能な開発のための教育）という教育手法が本来持つエンパワー

メントの機能を応用し、原発事故からの復興プロセスを、市民・住民、自治体、そして

社会全体の協働で創造するために資することを目的とする。  

そのため、（１）原発事故からの復旧・復興と、持続可能な社会構築に向けたエネルギ

ーに関する将来ビジョンの検討、これに基づく課題解決型政策シミュレーションを用い

た復興プロセスの共有・促進作業、（２）震災・原発事故をめぐる基礎情報（文献資料・

避難区域および避難先地域でのヒアリング調査・福島県内における教育教材）の整理分

析などから、復旧・復興のための政策形成に資するプログラムを開発する。（ 299 字）  

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔 ESD 〕 〔 原発事故 〕 〔 エンパワーメント 〕 
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研究【経過・成果】の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

 

本プロジェクトでは、ESD（持続可能な開発のための教育）という教育手法が本来、

人びとに対するエンパワーメントの機能を持つことに着目し、原発事故からの復興プ

ロセスを市民・住民、自治体の協働で創造するために必要な条件を析出し実践するこ

とを目的として研究活動を行ってきた。  

福島原発事故による避難区域内の自治体や避難住民の生活の復旧は、事故から３年

目を迎えてなお、ビジョンにおいてもプロセスにおいても問題が山積した状態である。

自治体における復旧・復興に向けた施策は、国家と住民の双方の意向を反映して策定

されるものだが、住民は、年齢層や家族構成、職業によって各々異なる状況を抱えて

おり、その意向は集団的に測りがたく、国はその複雑さを全体の方針に取り込むこと

ができていない。昨年度を通じて明らかになってきた、国（マクロ）―自治体（メゾ）

―住民（ミクロ）の三すくみ状態は改善されず、対応の遅れから、住民 が将来像を描

けない状況が続いている。  

 

２０１３年度は、プロジェクトを組織する教員間で、（１）原発事故からの復興と今

後の持続可能な社会構築に向けた将来ビジョンの検討と、 その議論に不可欠である震

災・原発事故をめぐる基礎情報の整理分析、（ ２）避難区域に指定された地域（楢葉町、

飯舘村など）と避難先（いわき市、郡山市、福島市など）双方へのヒアリング調査、（３ ）

福島県内における教育方針への原発事 故の影響と現時点の課題の検討作業といった課

題に取り組んできた。初年度に指摘のあったプロジェクト内での連携についても、今

年度は、自然科学を専門とする村田次郎教授による報告を中心にした研究会を持つな

どして互いの研究の射程について理解を深めた。 具体的には以下の通りである。  

 

①  復旧・復興ビジョンの検討においてもっとも基礎的なデータとなる、放射性物質拡

散状況の定量評価と評価法の開発作業を進めてきた。村田は、素粒子・原子核物理

学という自身の専門を活かし、原発事故直後から、多数の学部学生とともに文部科

学省における土壌調査に協力し、初期の放射性物質拡散についての詳細データを蓄

積してきた。2013 年にこの成果は学術雑誌の中にまとまった（「特集・東京電力福

島第一原子力発電所事故に伴う土壌汚染に関する文部科学省大規模調査プロジェク

トに関する資料」『 RADIOISOTOPES』 62(10)2013.10）。現在は、次の課題として、放

射性ストロンチウムを対象にした、簡便な分析方法の開発に向けた実験を 重ね、成

果を出しつつある。  

 

②  原発避難者特例法の指定自治体（ 13 市町村）の動向に関するヒアリング調査を行っ

た。関、平井を中心に、いわき市、郡山市、福島市、飯舘村、南相馬市、檜枝岐村

などを訪問し、避難住民、受け入れ側住民が置かれている状況や、差別・軋轢をめ

ぐるコミュニケーションの問題、複数生まれている訴訟提起の動き、コミュニティ

ーの維持を考える際に不可欠な伝統文化の継承などの側面について、聞き取りと資

料収集、整理分析を行った。また、ここで得られたネットワークを活用して、講演

会・研究会を開催し、現状の課題の共有 を進めてきた。  

 

③  原発事故後以降、各地で始まった原発・エネルギー・放射線教育の問い直しの動向

を把握した。阿部、上條は、学校教育か社会教育かを問わず、課題解決型の志向を

持った個人・団体が作成した教材を対象に、それらを用いた教育実践の内容と課題

を共有する会合を運営した。こうした教育実践は、対象は小中学校生から大人まで、

その居住地も、放射線被ばくから身を守ることが第一義的な課題となる地域から、  
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研究【経過・成果】の概要 つ づき  

 

距離的な遠さから当事者意識を持てない地域に至るまで、さまざまな方面から取り

組まれてきたが、立場を超えたフラットな場での議論は本プロジェクトの呼びかけ

によってはじめて実現したもので、次年度においても、ここでの討議を継続してい

くことを確認している。  

 

④  原発避難者特例法の指定自治体（ 13 市町村）を中心にした詳細年表と、2013 年度

までに社会的に焦点化してきている問題（震災関連死者数、子どもを含む県内外

への避難者数、復興計画の策定と役場機能移転、訴訟提起など）について、図表

作成を行った。今年度は特に、年表について、国（ マクロ）、自治体（メゾ）、住

民（ミクロ）ごとの動向が分かるよう改良を加え、議論の素材としての精度を上

げた。また、被災者自身が実践することによってエンパワーメントの機能が着目

されている文化芸術の側面について、演劇を中心に年表を作成した。これは若年

層の動きを知る手がかりとしても次年度での活用が可能な成果である。  

 

⑤  過去の災害・社会問題との接点とその中での民衆レベルでの動向について、高木

を中心に、市民活動資料の収集と整理分類を継続している。今年度は、立教大学

共生社会研究センターに蓄積のあるデータに加え、震災後新たに発刊された市民

活動資料（ミニコミ）の把握と、発行団体へのヒアリング調査を開始した。市民

活動資料をめぐる過去の事例を参照すると、社会的な危機に対応して同時多発的

にあらわれた多種多様な声の存在を記録にとどめ将来世代に引き継ぐという課題

は、時間の経過とともに、加速度的に難しくなっていく傾向にあり、次年度も引

き続き取り組むべき課題である。  

 

以上の作業から、昨年度抽出された論点に関連して浮き彫りになった課題は次の通

りである。  

 

①  長期にわたる復興に際しては人的資源が重要だと指摘されている。被災自治体

ならびに高い放射線量の地域において、次世代を担う子どもの放射線教育がど

のようになっているか等、その実態を明らかにし、現場の課題に基づいた教育

実践について明らかにすること。  

 

②  ひろく地域づくりの視点から、広く地域の子どもから大人までが統合的・協働

的に災害教育を展開していくための素地について考察すること。  

 

③  長期にわたる災害時の復興計画にあたっての思想を明確にしつつ、順応的な政

策決定を可能にしうる制度的枠組みを明らかにすること。  

 

最終年度では、これらの課題を念頭におきつつ、更なる調査研究と社会発信に向けた

活動を検討していく。  

※  この （様式２）に記入の、経過・成果の公表を見合わせる必要がある場合は、その理由及び差し控

え期間等を記入した調書（Ａ４縦型横書き１枚・自由様式）を添付すること。  



（様式３）  

立 教 ＳＦ Ｒ－ プ 重 点 － 報告  

 

研究発表（研究によって得られた研究経過・成果を発表した①～④について、該当するものを記入してください。該当するものが多い場

合は主要なものを抜粋してください。） 
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② 図書（著者名、出版社、書名、発行年、総ページ数） 

③ シンポジウム・公開講演会等の開催（会名、開催日、開催場所） 

④ その他（学会発表、研究報告書の印刷等） 
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・日本平和学会（編）平井朗（分担執筆）、法律文化社、『平和を考えるための100冊＋α』、2014年、285頁 
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・公開講演・上映会「福島の声を聴く――福島県立相馬高校放送局の震災後の活動と「今伝えたいこと（仮）」」2013 年 9月 8日、立教大

学池袋キャンパス太刀川記念館 

・公開講演・上映会「自治の村・会津檜枝岐の人びとにまなぶ――映画『やるべぇや』と震災後の福島」2013年12月1日、立教大学池袋

キャンパス太刀川記念館 

・日本平和学会春季研究大会 環境・平和分科会「水俣病事件における支援活動の変容と広がり（仮）」2013年6月15日、大阪大学 
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・立教SFR 重点領域プロジェクト研究発行『福島原発事故とESD』（立教大学SFR 重点領域プロジェクト研究「課題解決型シミュレーショ

ンによるESDプログラムの研究開発」2013年度経過報告書）、2014年3月 
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道からの発信―到達点と課題」、2014年3月8日、北海道大学 人文・社会科学総合教育研究棟 

・平井朗、「脱原発コミュニケーション試論（仮）」、日本平和学会秋季研究集会（環境・平和分科会）、2013年11月9日、明治学院大学 

 


